
一40一 第1部 総 論

第2章 通信 と日本経済

第1節 通信事業経営の現状

1通 信事業の収支状況

景気の低迷か ら年度後半には回復基調に転 じた50年 度経済の下で,通 信事

業経営は依然として厳 しい局面に置かれた。特に,郵 便事業,電 電公社及び

NHKは 共に2年 連続大幅な赤字 とな り,不 況 と物価高のジレンマは通信事

業経営に重大な影響を及ぼしている。以下,通 信事業体別に50年度の収支状

況を概観することとする(第1-2-1表 及び第1-2-2図 参照)。

郵便事業については,郵 便物数の伸び悩みにもかかわ らず,51年1月 の料

金改定により収入は前年度に比べ18.3%増 の4,947億 円となったが,支 出は

6,266億 円(前 年度比15.4%増)と な り,差 引き1,319億 円の赤 字 が 生 じ

た。

電電公社については,50年 度の収入が2兆1,103億 円,支 出が2兆3,915

億円で差引き2,812億 円の大幅な欠損金を生 じた。 このように収支状況が前

年度より更に悪化 したのは,収 入が利用度の低い住宅用電話の増加,景 気低

迷の影響等により前年度に比べ2,282億 円(12.1%)の 増加にとどまったの

に対し,経 費節減の努力にもかかわ らず,支 出が主として人件費及び資本費

用の増加によって,前 年度に比べ3,342億 円(16.2%)増 加した た め で あ

る。50年 度の欠損金は事業収入の13.5%(49年 度9.5%)に 当た り,公 社経

営は一段と深刻な状況に置かれることとなった。

国際電電については,49年 度に大幅な伸びの減少を示した営業収入は,50

年度においては,年 度半ぽからの輸出の好転等による通信量の増加を反映 し

て前年度比13.3%増 の771億 円となった。しかし,営 業費用が640億 円,前

年度比15.7%増 と収入の伸びを上回ったため,営 業収支率及び総合収支率は
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第1-2-1表 通信事業の収支状況
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大蔵 省 「法人企業統計
年報」及び同季報によ
る。資本金1,000万 円
以上の企業を対象とす
る。

同 上

同 上

(注)1.有 線放送電話は1施 設当た り,民 間放送は1社 当た りの平均である。

2.()内 は対前年度比(%)を 示す。
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前年度に引き続いて悪化 した。なお,営 業費用のうち比較的大 きな増加を示

したものは減価償却費 と研究費である。

NHKに ついては,カ ラー受信契約者数の年度間増加数の伸びが,そ の普

及の進展 と共に鈍化傾向にあるため,経 常事業収入は前年度に比べ4.4%の

増加にとどまり,一 方経費節減の努力にもかかわ らず,人 件費,放 送費等の

経常事業支出が同15.0%増 と大 きく増加 したため,前 年度を上回る189億 円

の赤字を記録 した。

民間放送については,1社 平均の収支状況をみると,ラ ジオ ・テレビ兼営

社,各 単営社 とも営業収入は景気低迷の影響を受けて伸び悩む一 方,人 件

費,制 作費等の営業支出が増加 したため,利 益はほぼ前年度並にとどまると

ともに営業収支率は他の通信事業同様悪化 した。

第1-2-2図 通信事業の収支率
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2通 信事業の財務構造

50年度における各通信事業経営の状況を財務比率によってみると,第1-

2-3表 のとおりである。

郵便事業では,収 支状況が悪化 しているため,借 入資本への依存度が増大

してお り,こ の結果,固 定比率及び負債比率が悪化 した。 また,郵 便事業は

人力依存度の大きい事業のため,労 働装備率が他の通信事業や産業に比べて

低い。

電電公社では,全 国的な規模の設備を有する事業であることを反映 して,

総資産に占める固定資産の比率が約91%,労 働装備率が1,642万 円と高い値

を示している。固定比率が384.5%と 他の通信事業に比べ極めて高いが,固

定資産対長期資本比率は94.4%と100%以 内に納まっている。 これは固定負

債の額が大きいからであ り,そ の大部分を占める電信電話債券は総 資 本 の

66.3%に 達する。

国際電電では,51年1月 に33億 円増資を行ったことなどにより,50年 度の

固定比率及び固定資産対長期資本比率は前年度よりも若干好転した。また,

労働装備率は対前年度比約36%増 と大きな伸びを示 したが,こ れは主として

第二太平洋用ケーブルの完成によるものである。

NHKで は,郵 便事業や電電公社 と同様赤字決算が続いたため,負 債比率

の伸びが大きく,ま た,流 動比率 も大きく減少している。

民間放送では,他 の通信事業や全産業平均に比べて固定比率及び固定資産

対長期資本比率は低 く,反 対に流動比率が高い。これは民間放送事業が景気

変動の影響を受けやすい放送広告に依存 しているため,自 己資本の充実を図

ることによって経営基盤を強固にしていることによるものと考えられる。
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第1-2-3表 通信事業の財務比率
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133.7

317.8

384。5

123.2

119,2

133.5
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174.5

186.8
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全産業,製 造業及び電気業については 「法人企業統計年報」(大 蔵省)に よる。

(注)1. 固定比率 ・醗 肇・1。。 齪 資酬 長期資本比率

・1・・ 流動比率 ・緩 雛 ・1・・

労働装備率 前 ・当年度末平均従業員数

2.郵 便事業は,郵 政事業特別会計の数字を使用した。

3,民 間放送の財務比率は,税 引前の利益によって算出した。

は,当 年度末の値により算出した。

.固 定資産

.自 己資本+固 定負債

負債比率 ・自豊馨本・1・・

前 ・当年度末平均(有形固定資産一建設仮勘定)

また労働装備率
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第2節 通信需要と経済要因

1所 得水準の上昇と家庭通信

(1)家 庭通信としての郵便の利用動向

「昭和48年9月 郵便利用構造調査報告書」によれぽ,第1-2-4表 に示す

とおり,私 人から差 し出された郵便物の割合は全体の19.5%で あ り,更 に,

私人から私人に差 し出されたものが全体の17.1%と なっている。また,家 計

における郵便支出の面か ら郵便利用の動向を み る と,第1-2-5表 及び第

1-2-6図 に示すとお りである。 これによると,名 目支出額を郵便料指数で

デフレー トした1世 帯当た り年間実質郵便支出は,す う勢的に横ぽいに推移

している。また,家 計における郵便支出と所得水準の関係をみると,40年 か

ら50年までの10年間に実質所得が約1.6倍 に上昇しているのに対し,実 質郵

便支出はほぼ一定であるという事実が示すように,家 庭通信としての郵便の

利用は所得水準の推移の影響をほとんど受けていない。

第1-2-4表 私人 ・事業所間の郵便物の交流状況(比 率)

(単位%)

㌶ 私 人 事 業 所 合 計

私 人 17.1 2.4 19.5

事 業 所 39.4 41.1 80.5

合 計1 56,5 43,5 LOO.0
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(注)1.()内 は40年 を100と した指数を示す。

2.実 質郵便支出は名目支出額を 「消費者物価指数年報」(総 理府)の 郵便料指数によりデフレー トしたもので

ある。

3.内 国引受郵便物数は年度の値である。

4,実 質可処分所得は,「 家計調査年報」(総 理府)の1世 帯当た り年平均1か 月間可処分所得(勤 労者世帯)を

消費者物価指数によりデフレー トし,エ2か 月分加算したものである。
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家計における郵便支出の推移

一 名目郵便支出

ゆ一… ℃ 実質郵便支出
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年

「家計調査年報」及び 「消費者物価指数年報」(総

理府統計局)に よる。

(2)所 得水準の上昇と住宅用電話の普及

50年度末現在の住宅用電話の普及率は100世 帯当た り62,8加入に達し,10

年前の同7.5加 入に比べると,そ の普及は目覚ましく,電 話がこの間に生活

必需品として急速に成長したことを示 している。このような住宅用電話の著

しい増加の背景には,所 得の増大,核 家族化,人 口の都市集中等経済的社会

的構造の変化が存在するが,特 に,高 度経済成長によってもたらされた所得

水準の上昇は電話を普及させた基本的要因 と考えられる。 ちなみに,第1-

2-7図 は電電公社が 実施 した 加入電話需要構造調査における平均月収別に

みた加入電話新設申込意向の有無を表 したものであるが,こ れによれば,調

査対象世帯のうち,架 設申込済 と回答した世帯は所得階層が上位になるにし

たがって増加してお り,電 話の加入 と所得水準との 密接な 関係を 示してい
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る。また,第1-2-8図 及び第1-2-9図 は,住 宅用電話普及率と所得水準

との関係について,世 界8か 国のデータ及び我が国の一定期間のデータによ

り相関をとったものである。結果はほぼ同じで,両 者の相関は極めて高いこ

とがわかる。

このような結果から,今 後の我が国における住宅用電話の普及 を 考 え る

と,他 の条件に大 きな変化がない限 り所得水準の上昇につれてカナダやスウ

ェーデンにみられるように1世 帯に1台 以上の普及率に達することは十分予

想 される。

第1-2-7図 平均月収別加入電話新設 申込意向

電電公社資料による。
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第1-2-8図 各国の住宅用電話普及率と所得水準

「世界の電話」(AT&T)及 び 「世界統計年鑑」(国 連)に

よる。

(注)1.互973年 のデータによる。

2.日 本の住宅用電話普及率は100人 当た り加入数

を用いた。

第2章 通信と日本経済 一49一

1-2-8図 各国の住宅用電話普及率と所得水準

×米国
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ス ウ ェ ー ア ン

シナダ

イタリア

日本

スペ イ ン

蒋ア

韓国

「世界の電話」(AT&T)及 び 「世界統計年鑑」(国 連)に

よる。

(注)1.互973年 のデータによる。

2.日 本の住宅用電話普及率は100人 当た り加入数

を用いた。
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第1-2-9図 我 が国における住宅用電話普及率と所得水準

(昭和38～48年)

電電公社資料,「 家計調査年報」及び 「消費者物価指数年報」(総

理府統計局)に よる。
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(3)家 計における通信関係支出の動向

家計における1世 帯当た り年間の通信関係支出(郵 便料,電 報 ・電話料及

び放送受信料)は,50年(1～12月)に おいて29,326円 である(第1-2-10

表参照)。 これは全消費支出の1.6%,雑 費支出の3。8%に 過ぎないが,過 去

の推移をみると,こ の10年間に4.8倍 と著しく増加 している。その原因は,

第1-2-11図 で明らかなように,住 宅用電話の普及に基づ く電報 ・電話支出

の急増であ り,家 庭通信における電話の役割は非常に大きくなっている。ま

た,第1-2-12図 は通信関係支出,雑 費支出及び可処分所得をそれぞれに

対応する消費者物価指数で実質化 し,そ の推移を指数で比較 した も の で あ

る。家計における情報化の程度を表すと考えられる雑費支出は所得とほぼ同

率で上昇しているが,雑 費のうちに含まれる通信関係支出は急激な増加を示

してお り,家 計におけるいわぽ通信性向は所得の上昇 とともにますます大 き

くなっている。

第1-2-10表 家計における通信情報関係支出

区
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績
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費
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に
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費
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円%%%

1・g845・4
/0・3。 ・1

23,48515.73.01。2

3,8571。70.5,0.2

通信関係支出 ・ ・91i1・ ・161…122・3261・ ・1・81・ ・

交 通

新 聞

印 刷 物(新聞
を除 く。)

教 育

ll,590

4,730

5,705

20,394

119
,46327,871

7,67513,639

9,87915,097

22,22836,454

31,879

16,777

17,738

43,020

14.4

23.0

17.5

18.0

4.1

2.2

2.3

5.6

1.7

0.9

0.9

2.3

雑 費 支 出1192,245359,67・63乳9151771,5252・ ・61 40.7

全 消 費 支 出58軌753954,3691,632,2861・895,・85レ6・ll 「

「家計調査年報」(総 理府統計局)に よる。

(注)各 支出額は1世 帯当た り年間(1～12月)支 出額である。 ただし,50年 は家計

調査報告(月 報)の 数値を12か 月分加算したものである。
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第1-2-11図1世 帯当た り年間通信関係支出額
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第1ゐ2-12図1世 帯当たリ通信関係支出,雑 費支出及び

可処分所得の推移

「家計調査年報」及び 「消費者物価指数年報」(総 理府統計局)

に よる。

2業 務用通信の産業別利用状況

　

(1)業 務用郵便の利用状況

「昭和48年9月 郵便利用構造調査報告書」によれば,内 国通常 郵 便 物 の

80。5%は 事業所から差 し出す業務用郵便である(第1-2-4表 参照)
。 これ

を業種別にみると卸 ・小売業が25。8%と 最も多 く,次 いで印刷 ・出版業,金

融 ・保険業等が郵便を多 く利用 している(第1-2-13表 参照)。
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第1-2-13表 業 種別業務用郵便差出状況(比 率)

業 種 1比 率
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第1-2-14表 料金別後納 ・

区別 計 料 金 別
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数
度
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40
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百 万 通
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100

103

105

109

117

124

128

131

138

145

144

百 万 通

2,941

2,965

3,084

3,368
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5,522

%
38.1

37.4

38.1

39.9

41.7
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47.8
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49.5

(注)年 賀 ・選挙を除く内国物数である。
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また,業 務用郵便は,そ のうち58.9%が 料金別後納郵便物として差 し出さ

れており,し かも料金別後納郵便物全体に占める業務用郵便の割合は92.3%

となっている。したがって,料 金別後納郵便物の動向から業務用郵便の動向

をみることができる。

内国通常郵便物を料金別後納郵便物とそれ以外の切手ちょう付等の郵便物

に分けて,こ こ10年間における動向を比較すると内国通常郵便物の うち料金

別後納郵便物の占める割合は40年度で38.1%で あったのに対 し,50年 度には

49,5%と およそ半分を占めるに至っている。

また,40年 度の郵便物数を100と した場合,50年 度の切手ちょう付等の郵

便物は118で あるのに対 し,料 金別後納郵便物は188と なっている(第1-

2-14表 参照)。 すなわち,こ こ10年間をみると,料 金別後納郵便物は切手ち

ょう付等の郵便物に比べ著 しく増加 してお り,料 金別後納郵便物はそのほと

んどが業務用郵便物として利用 されていることからすると,最 近における郵

便物数の伸びは主として業務用郵便に負 うところが大 きいものと思われる。

切手ちょう付別郵便物数の推移

後 納

増 加 率
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(2)事 務用電話の産業別利用状況

事務用電話の加入数は,50年 度末現在約1,108万 加入に達し,過 去15年 間

に約3.5倍 に増加した(第1-2-15図 参照)。 このように急速な普及をみた

事務用電話の利用を業種別,事 業規模別1事 業所当た り平均加入回線数でみ

ると第1-2-16図 のとお りである。 すべての事業規模において,卸 ・小売

業,金 融保険業等第三次産業の利用が高 く,事 務用電話が物的生産活動より

も流通 ・サービス活動において相対的に重要な役割を演 じていることがわか

る。この1事 業所当た り平均加入回線数に47年 「事業所統計」(総 理府統計

局)の 業種別 ・事業規模別事業所数を乗 じることにより,事 務用電話の業種

別加入回線数構成を推計すると,第1-2-17図 のとお り,卸 ・小売業が全加

第1-2-15図 事務用電話加入数の推移
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電電公社資料による。
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入回線数の50%以 上を占め,ま た,こ れに金融保険業,運 輸通信業及びサー

ビス業を加えた第三次産業の比率は約76%に まで達する。

以上から,事 務用電話の利用はさきにみた業務用郵便 と同様卸 ・小売業,

金融保険業等の第三次産業に大きく依存 していることが明らかである。我が

国の産業構造における第三次産業のウェイ トは今後も増大することが予想 さ

れるため(第1-2-18図 参照),こ の傾向はますます強くなるであろ う。

第1-2-16図1事 業所当た リ平均加入回線数(業 種別)
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一58一 第1部 総 論

第1-2-17図 事務用電話業種別加入回線数構成

金融保険業1.8%

その他0.3%

第1-2-18図 産業構造の変化と業務用通信

(凡例);;揮 産業別就 業者数構成(%)

料金別 後納郵便物。一一一一一一 〇(平常 信 ・通常,百 万通)
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(注)産 業別就業者数構成比(%)は,年 平均の値である。

郵政省,電 電公社資料及び 「労働力調査報告」(総理

府統計局)に よる。
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3景 気変動 と通信サ ー ビスの動 き

放送を含めた広義の通信サービスは,そ のサービス特性によって経済変動

から受ける影響が異なっているが,そ の相違を明らかにするため,過 去10年

間の主要通信サービスの伸びを四半期別に景気動向指数(D.1.)と 比較す

ると,第1-2-19図 のとお りである。これによると,電 電公社通話料収入及

び民放テレビ広告量の伸びは景気後退期に規則的に鈍化またはマイナスを示

しているのに対 し,内 国通常郵便物数及び国際通話度数のそれは規則的な動

きを示 していない。このことは好不況期における一定期間の平均増加率を比

較 した第1-2-20図 によって一層明らかである。郵便物数については,料 金

改定が行われているので,経 済変動 との関係はあまり明確ではない。

電電公社通話料収入及び民放テレビ広告量は,両 不況期とも景気の影響を

受けていることが明らかであるが,国 際通話度数の伸びは今回の不況に限っ

て大幅な減少を示 している。このような両不況期において見られる国際電話

の景気反応の相違は,今 回の不況が世界的な規模でしかも同時に発生したこ

とによるものと考えられる。
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第1-2-19図 景 気動向指数と通信サービスの動き
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第1-2-20図 好 ・不況期における通信サービスの

平均増加率
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第3節 国際通信と貿易

我が国における国際通信は,30年 代半ばか らの高度経済成長を背景に,貿

易の拡大,国 際間の人的交流の活発化等国際化の進展に基づ く需要 の急激な

増大 と,こ れに即応 した適切な供給体制の確立 とによって急速な発展を遂げ

てきた。今後,安 定成長経済への移行に より,国 際通信に対す る需要は,か

つてのような飛躍的増大を見込めないに しても,引 き続 く国際化の進展によ

って着実に増大するものと思われる。以下,こ のような状況下にある国際通

信について,ま ず,そ の利用構造を明らかに し,次 いで基本的需要要因とみ

なされる貿易 との相関関係を定量的には握することとする。

1国 際電気通信サービスの需要構造

国際電気通信の主要業務である国際電報,国 際加入電信(テ レックス),

国際電話及び国際専用回線について,利 用業種及び通信対地の面から概括的

にその需要特性をみると以下のとお りである。

最初に,国際電気通信業務の業種別利用構成をみると第1-2-21図 ～第1-

2-24図 のとお りである。 国際間の業務用記録通信 として発展 してきた国際

電報及び国際加入電信については,商 工業(貿 易商社,製 造業等),陸 海運倉

庫業及び金融保険業のいわゆる貿易関連業種の利用が両サービスの90%前 後

を占め,こ れらのサービスと貿易活動 との密接な関係を示 している。利用構

成の経年変化をみると,いずれにおいても金融保険業(大部分が銀行である。)

の比率が増加してお り,特 に,電 報については他業種のほとんどが絶対的利

用水準の低下をみている中にあって,金 融保険業の利用は増加してお り,外

国為替業務を中心 とする対外銀行業務の国際電報依存度には根強いものがあ

ると言える。
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第1-2-21図 国際電報業種別利用構成の推移

45年 度

46

47

48

49

50

商 工 業
陸海運

金融保険業 倉庫業その他

一〇50100
%

国際 電電 資 料 に よる。

(注)1.我 が 国 発 信 の 通 数 に よる。

2.42～48年 度 は1週 間分,49～50年 度 は1か 月 分 の デ ー タに よ る。

第1-2-22図

45年 度

46

47

48

49

50

国際加入電信業種別利用構成の推移

金融 陸海運
商 工 業 保険業 倉庫業その他

一
〇50100
%

国際電電資料による。

(注)1。 我が国発信の度数による。
2.42～48年 度は1週 間分,49～50年 度は1か 月分のデータによる。
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第1-2-23図

46年 度

47

48

49

50

国際電話業種別利用構成の推移

一
〇50100%

国際電電資料による。

(注)1.月 間5万 円以上の利用顧客を対象とする。

2.1か 月分のデータによる。

陸海運倉庫業
金融保険業

第1-2-24図 国際専用回線業種別利用構成の推移

46f卜 度

47

48

49

50

官公庁
運倉庫業

の他

一
〇50100
%

国際電電資料による。

(注)国 際電電の収納料金による。
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次 に国際電話の業種別構 成をみ る と,電 報,テ レックス と比較 して貿易関

連業種 の利用比率は相対 的に小 さく,個 人 とサー ビス業(大 部分がホテル)

が全体 の約30%を 占めてい る。 この ことは,国 際電話が経済外 的な人的交

流,文 化交流等の要 因に よって も影響を受けているこ とを示唆 している。 国

際専用回線の業種別構成 につ いては,前 述の ように,金 融保険業 の利用が増

えて いるため,商 工業 の比重が低下 している点が特徴的である。

次 に,各 業務 の対 地(州)別 利用構成を示 した ものが第1-2-25図 ～第1-

2-28図 で ある。 業務全般 についていえる ことは,ア メ リカ(州)の 比率が減

少 し,ア ジアのそれが増加 してい ることである。特に構造変化が著 しいのは

国際電話で,対 ア ジア通話は40年 度20万 度 で全通話度数の39%に 過 ぎなか っ

たが,50年 度 には510万 度(同 約60%)と 過 半数を占め,ア メ リカとその地

位を逆転 させ てい る。対 アジァ通話 の うち83.6%が 韓 国,台 湾及び香港 との

通話であ り,料 金や時差の点で通話条件が比較 的に有利であるとともに,我

が国 とこれ ら諸国 との経済的,人 的交流 の密度の高 さを表 してい るといえ よ

う。アジァの比重 増大 は加入電信において も顕著 であ り,ア メリカ及び ヨー ロ

ッパ と並 んで加入電信サー ビスの三大市場を形成 している。専用回線につい

ては,ま ず,電 信回線の州別構成をみ ると,香 港 を中心 とす るアジアの比重

が増大 し,ア メ リカとヨー ロッパのそれが低下 してきて いる。後者の地域 で

は,電 信 回線か ら音声級 回線へ の移行が進んでいる ことなどか らこの傾 向は

当然 といえ る。 また,音 声級回線の利用構成 については,や は りアジアの比

率が増加傾向にあ り,50年 度 末現在では アメ リカの40%に 次 いで アジアは32

%を 占めてい る。
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第1-2-25図 国際電報対地(州)別 利用構成の推移

40年 度

45

50

ヨー ロ ツパ 州

大洋州

アフリカ州

一
〇50100
(%)

国際電電資料による。

(注)我 が国発着の通数による。

第1-2-26図 国際加入電信対地(州)別 利用構成の推移

大
洋アフリカ州

40年 度

45

50

050

%

国際電電資料による。

(注)我 が国発着の度数による。

一 100
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40年 度

45

50
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国際電話対地(州)別 利用構成の推移

ヨー ロ ソバ 州

大洋州

アフリカ州

一
〇50100
(%)

国際電電資料による。

(注)我 が国発着の度数による。

第1-2-28図 国際専用回線対地(州)別 利用構成の推移

(電
信
回
線

)

48年 度

49

50

大洋州

アフ リカ州

一〇50100
(%)

(音
声
級
回
線
)

48年 度

49

50

一
〇50100
(%)

国際電電資料による。

(注)回 線数による。
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2国 際通信 と貿易の相関関係

以上のように,国 際通信は貿易と密接な関係にあることが推察されるが,

次に,両者の関係を定量的にとらえてみることとする。第1-2-29図 ～第1-

2-32図 は49年時点での対地別にみた外国郵便,国 際電報,国 際加入電信及

び国際電話の通信量 と通関輸出入額との相関を表 した ものである。 これによ

ると,外 国郵便の相関度が最も高 く,次 いで国際加入電信,国 際電報及び国

際電話の順となっている。すなわち,記 録系 の国際通信はすべて国際電話よ

り貿易との相関が高く,国 際電気通信については前述の需要構造と符合した

結果 となっている。なお,こ れ らの相関関係を40年,45年 及び49年 の3時 点

について比較すると,各 サービスとも最近にいたるほ ど貿易 との相関は低下

する傾向にある(第1-2-33表 参照)。 特に,電 話の相関係数は40年,45年

に比べ49年 は大きく低下してお り,電 話が貿易以外の目的で利用される度合

いが,ま すます大きくなってきていることを示 している。このことは,貿 易

1単 位当た りの増減が通話量にどの程度影響を与えるかを示す弾性値の推移

にも表れているが,更 に,貿 易に人的交流要因等を加えた回帰分析によって

も明らかである(脚 注参照)。



外
国
郵
便
物

(千
通

(個
)
)

10,000

1,000

第1-2-29図

100
1005001,000

通 関 輸 出 入 計(百 万 ドル)

第2章 通信 と日本経済 一69一

外国郵便と貿易額(1974年)

5,000107000 50,000

郵政統計年報及び 「外国貿易概況」(大 蔵省)に よる。

(注)外 国郵便は年度データ,貿 易額は暦年データである。



一70一 第1部 総 論

第1-2-30図 国際電報と貿易額(1974年)

50,000

10,000

5,000

国
際
電
報

(千
語

)

1,000

500

饗

響

イ設ド 闇
_ア

_梅 ・妄・駕 トラリア

イタリアX×X南 アX西 独
フランス プラ

ジル
x

ス州 ン スイス
×x

ニュー・ジーランドメXオ ランダ

ギリシャ累繁スウェーデンメベルギー

デ翠 一クノー・ウ.一

メ(
7;0.89)

100
1005001,000

通 関 輸 出 入計(百 万 ドル)

綱
x

5,00010,000 50,000

国際電信電話年報及び 「外国貿易概況」(大 蔵省)に よる。

(注)国 際電報は年度データ,貿 易額は暦年データである。
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第1-2-31図 国際加入電信と貿易額(1974年)

10,000

1,000

国
際
加

入
電
信

(千
分

)

100

米国

英国

西独
メ

香港
x幹 国

Xメ 才一ストラリア
フ安 ス

イタ・ア ブ乙ノル ㌘

… 一 × 脳 緊フィリヒン イζ ドネシア

ノールウェ唄xイ ・ド・ 鵡

スウェーデンXマ レ_ノ ア

....為.ド ・ ・ソ連

デ環 ・装
・・ 惚

スペイン

(7=0.89)

10
1001,00010,00050,000

通関輸 出入計(百 万 ドル)

国 際 電 信 電 話年 報 及 び 「外 国 貿 易 概 況 」(大 蔵 省)に よる。

(注)国 際 加 入電 信 は年 度 デ ー タ,貿 易額 は暦 年 デ ー タ で あ る。
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第1-2-32図 国際電話と貿易額(1974年)
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X米 国
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国際電信電話年報及び 「外国貿易概況」(大 蔵省)に よる。

(注)国 際電話は年度データ,貿 易額は暦年データによる。

50,000



第1-2-33表

第2章 通信と日本経済 一73一

国際通信量と通関貿易額との相関

w
外 国 郵 便

AB

国 際 電 報

A B

国際加入電信

A

国 際 電 話

BAB

40 ・.9746・.・ ・5i・gl3-64-5231・892t・95561.473

451・ ・971711・125・ …95i…4・ 0.9475 ・・932・ ・8672巨 ・33

49 O.9227 1.237・ ・89281・ ・746 0,89760.9590.75781.026

(注)1.

2.

3.

Aは 相 関係 数,Bは 弾 性 値 を 示 す 。

通 信 量 は 年 度 デ ー タ,貿 易 額 は 歴 年 デ ータを 用 い た 。

サ ン プル対 地:

ア ジ ア州8か 国,ア メ リカ州4か 国,ヨ ー ロ ッパ 州13か 国,

ア フ リカ 州1か 国,大 洋 州2か 国

(脚注)
り

logTF㎜ ニー1.589十 〇.59510gΣ(EX十IM)t十 〇.4641090P

(2.2)-1(3.4)

十〇.335CT

(4.1)

頁2=0.995

DW=1。417

S=0.042

TF彿:国 際 電 話 分 数,EX:通 関 輸 出額(実 質),IM:通 関 輸

入 額(実 質),OP:海 外 渡航 者 数,CT:電 話 回 線 の 有 線 化 率

(広 帯 域 化 率)

な お,R2は 決 定 係 数(自 由度 修 正 済),DWは ダ ー ビ ン ・ワ ト

ソ ソ比,Sは 方 程 式 の 漂 準 誤 差,()内 はt値 を 表 す。
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第3章 記録通信の動向と課題

人間社会における通信は,意 志伝達の手段 として,身 ぶ り,手 ぶ り,続 い

て言語による会話をその源 とす る。 しか し,社 会の組織化を促し,文 化を発

展させたものは,文 字の発明により可能となった遠隔地通信及び各時代にわ

たる記録の伝承であろ う。文字の発明は古代文明の発生 とともにみられ,文

字による通信すなわち文書に化体された情報の伝達が,当 時から国家の形成

に不可欠の手段 として重要視されてきた。そして,そ の後近代に至るまでの

長い歴史において,文 字による通信が通信の大部分を占めてきた。 な か で

も,1454年 グーテンベルグの発明した印刷術,1814年 産業革命の一成果 とし

て出現した動力印刷機は,そ れぞれそれまでの文字情報の量を飛躍的に増大

させるとともに,新 聞,出 版業の発展により,社 会 ・文化を向上 させる役割

を果たした。 また,近 代国家の成立 とともに郵便制度が各国において整備さ

れたことにより通信が広 く民衆の利用するところとな り,近 代工業化社会の

形成に大きく寄与してきた。このような文字に化体された通信を記録通信と

名付ければ,近 代に至るまでの文明の歴史の大部分はまさに記録通信の時代

であったといえよう。

19世紀中葉における電気通信の登場は,通 信史上画期的なことであった。

これにより通信は初めて交通から分離,独 立し,距 離,時 間の克服が人類に

もたらされた。まず,最 初に文字を符号化 しこれを電気信号により送受信す

る電信が現れ,時 間 と距離を克服 した記録通信 として急速に普及 した。続い

て,そ の後の電波の利用をは じめ とする多彩な電気通信技術の発展は,ラ ジ

オ放送,テ レビジョン放送,電 話等数多 くのメデ ィアを生み出し,最 近では

記録通信 メデ ィアの社会的機能に 少なからぬ 影響を 与えるように なってい

る。例えぽ,個 人間の通信は,文 字に比べ より原初的形態である会話による

通信を広範に可能とする電話に移 りつつあ り,そ の結果,郵 便,電 報等の通
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信 内容あ るいは社 会的 機能 に変化を生ぜ しめている。 また,テ レビジ ョン放

送 の普及が新聞,雑 誌 等いわゆ るマス通信の世界 に大 きな影響を及 ぼ した こ

とは周知 の事実であ る。

しか し,最 近,我 が国において フ7ク シ ミリ通信の普及が着実に拡大 し,

そ の将 来における発展が各方面で予想 され,ま た,米 国において郵便 と電気

通信を結び付 けたシステムと して電 子郵便が実用化 され,世 界 の注 目と期待

を集め るな ど,新 たな記録通信 メデ ィア発展 への胎動が感 じられ る。

本章 では,以 下.通 信 メデ ィア全体 の中における記録通信の機能 を明らか

にす る とともに,最 近注 目を浴びてい るファクシ ミリ通信等の動向を紹介す

ることとしたい。

第1節 通信の諸形態と記録通信

1多 様化 す る通信 メデ ィア

現在,先 進諸国においては,高 度工業化社会の完成に続 くものとして情報

化社会への移行が進んでいるといわれているが,そ の大きな推進母体 となっ

ているのは,社 会の高度知識化,電 子計算機の発達等 とともに,通 信メデ ィ

アの急速な発展,普 及と多様化である。

我が国における通信メディア普及の推移を概観 してみると,第 二次世界大

戦前の最高時で,全 国108万 加入と庶民には手の届かぬ高根の花であった電

話が,昭 和50年 度末において3,214万 加入,総 電話機数4,323万 個と米国に

次ぐ世界第二位の電話保有国となったのをはじめ,昭 和28年 に開始されたテ

レビジョン放送が現在ではほぼ全世帯に普及 し,今 や個人用テレビの時代に

入 りつつあるとい う二つの事実が最 も注 目される。

このほか,通 信 メデ ィアの発達は,技 術の進歩 とともに多岐にわたってい

る。通信回線 と電子計算機をつなぐデータ通信は,銀 行のナンラインシステ

ム,列 車の座席予約システムをは じめ社会活動の重要な分野に普及しつつあ
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り,ま た,宇 宙通信 の実現は 国際通信 の拡大を急速 に進 めている。更 に,同

軸 ケーブル,光 ファイバ ・ケーブル等広帯域伝送 メデ ィアの開発 は,今 後,

個 人 の通信 に対 して テ レビ電話,フ ァクシ ミリ通信等多彩な サー ビスの提供

を可能に しよ う。

このよ うに多様化 した通信 メデ ィアの社会的機能は,そ の メデ ィアの特性

に より様 々であ るが,① 記録通信 と音声通信,映 像通信② パー ソナル通信 と

マス通信 の二つ の観点か ら 分類すれぽ 次 の とお りであ る(第1-3-1表 参

照)。

第1-3-1表 代表的な通信メディアの諸形態

讃 態
記 録 通 信

パ ー ソナル 通 信

郵便(A)

電報

ファクシ ミリ通信

データ通信

マ ス 通 信

新聞

雑誌

郵便(B)

音 声 通 信 陣 話 ラジオ放送

映 像 通 信
映像伝送

テレビ電話

テ レ ビジ ョ ン放 送

(注)郵 便㈹は,DMや 新 聞郵送等を除く手紙,は がき類,郵

便(B)は,DM,新 聞郵送等である。

(1)記 録通信と音声通信,映 像通信

通信をその表現の形態に応 じて考えると,郵 便,電 報等文字,記 号による

記録通信,ラ ジオ,電 話等音声による音声通信及びテレビジョン等視覚情報

的な映像通信に区別できる。

記録通信は,通 信の内容が文字,記 号等に転化されて伝達されるものであ

り,当 然のことながら文字の存在とそれを識別する社会層を必要 とする。 し

たがって,こ れはある程度以上に高度化 した社会における間接的な通信形態

である。

音声通信は,言 語による情報伝達とい う形において人間の最も基本的な通
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信形態であり,か つ最も古くからの通信形態 としてあらゆる社会に存在して

きたものである。しかし,記 録通信が古 くから文書伝送の形で遠距離通信に

利用されたのに対 し,音 声通信は長 らく対面 しての会話の域を越えることが

できず,通 信としての能力が限定的であった といえる。 これを克服 したのが

ラジオ,電 話等電気通信による音声通信の出現であ り,こ れにより音声通信

は飛躍的な発展を遂げることとなる。

遡,比 較的新 しい通信形態である。映像通信を通信 として大きな

存在にしたのは,電 気通信による映像の伝送すなわちテレビジ ョン放送の出

現である。テ レビジョン放送は,人 間の5官 のうち最も鋭敏といわれる視覚

に訴える力の強 さ及びその情報量の膨大 さにより,社 会に大きな変化 と影響

を及ぼしている。 しか し,現 在の映像通信は,テ レビジョン放送に代表され

るように,ほ とんど一方向性のメディアに限 られてお り,今 後,テ レビ電話

等双方向性を有するメディアの発展が望 まれる。

(2)パ ーソナル通信とマス通信

通信はまた,大 きく1対1の 通信 と1対 多の通信に区別できる。一般に前

者はパーソナル通信,後 者はマス通信 と呼ぽれている。パーソナル通信を代

表するものとしては郵便,電 報,電 話があ り,マ ス通信を代表するものとし

ては,新 聞,雑 誌,放 送がある。

パーソナル通信は,一 般に通信のパー トナーの双方が送信者の役割も受信

者の役割も果たすことのできるいわゆる双方向通信であることが多 く,少 人

数間で送 り手,受 け手の立場を交換 して閉鎖的に情報を伝え合 うことが可能

である。

一方,マ ス通信は通信のパー トナー間で送信者 と受信者の役割が完全に分

化 し,情 報が一方向にのみ伝達される片方向通信であることが多 く,し かも

単数の送 り手か ら多数の受け手に同一の情報が送られる。

通信の発達をみると,ま ず直接の会話にはじまり,そ の後文字の発明によ

り文書の通信に進んでいったが,こ れらはまだほ とんどパーソナル通信に限

られ,か つ通信量 も少ないものであった。 しか し,近 代における工業化社会
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の成立 に よ り,印 刷技術 の向上,電 気通信 の発展 は巨大 なマス通信 を生 み出

す もととな り,現 在 においては,テ レビジ ョン放送,各 種 の新 聞,雑 誌 等の

マス通信 が,社 会 に とってかつ てないほど大 きな存在 となっている。一 方,

制 度的 なパー ソナル通信については,こ れを可能 とす るメデ ィアの整 備に巨

額 の費用を要す ることか ら,わ ずかに郵便が普遍化 されて いた にす ぎなか っ

た。最近 に至 って よ うや く電話 の 普及が ほぼ 全国的に 満足すべ き状態 にな

り,今 後,国 内的な電気通 信網の増強に よ り,デ ータ通信,フ ァクシ ミリ通

信,テ レビ電話をは じめ様 々なサー ビスがパ ー ソナル通信 と して利用 され る

よ うになるであろ う。

2記 録通信の特質と動向

(1)記 録通信メディアの機能

記録通信が文字,記 号等による通信として,音 声通信,映 像通信と異なる

性質,機 能を有することは,前 述したところから容易に推察されるが,現 代

のように多種の通信メデ ィアが整備された状況においては,記 録通信メディ

ア自体も多様化し,か つ質的な変化を免れえない。

現在,社 会的に確立された記録通信 メデ ィアは,パ ーソナル通信として郵

便,電 報,加 入電信,フ ァクシミリ通信,マ ス通信 として新聞,雑 誌が上げ

られる。

郵便は,距 離を隔てた2人 の人間相互間のパーソナル通信メディアの原型

である。歴史的に最も古 く,か つ,現 在においても電話と並び社会的に最も

整備されたメデ ィアである。 しかし,現 代の郵便の利用形態をみると,ダ イ

レク トメールのように画一的な印刷物が受け手に送達 されるなどマス通信化

したものが増加している。

電報は送 り手の文字情報を符号化 し,こ れを電気信号により送出し,再 び

文字に再現 して受け手に伝達する。伝送において電気通信を利用す ることに

より,郵 便に比べ時間,距 離の障害を克服 したが,電 話,デ ータ通信等の発

達により現在では慶弔用など儀礼的な利用が過半数を占めている。
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加入電信は,電 話の即時性と電報の記録性を兼備するパーソナル通信であ

る。任意の加入電信加入者 との通信が可能であ り,英 字,カ ナ文字,数 字及

び記号を伝送することができる。

ファクシ ミリ通信は,送 り手の文字,記 号等により情報のハー ドコピーが

電気通信により直接受け手に送達される形態のパーソナル通信である。ハー

ドコピーであるため郵便のもつ現物性を欠いているが,郵 便における時間,

距離の障害,電 報における符号化,配 達の障害を克服している。

新聞,雑 誌は,マ ス通信を目的とする記録通信であ り,配 達,店 頭販売に

より多数の受け手に同一の大量情報を伝達する。新聞はテレビジョン放送,

ラジオ放送等電気通信を使ったマス通信が出現する前は,最 も迅速かつ普遍

的な存在であったが,現 在ではこれらと併存する形で,記 録性,解 説性によ

り大きな特色を発揮 している。

(2)記 録通信メディアの動向

上記の記録通信メデ ィアのうち,郵 便,電 報は明治初期において国家興隆

の基盤形成の一環 としてその制度化が図られ,創 始後急速に全国ネ ットワー

クを確立 し,現 在に至るまで100年 有余にわた り最 も整備されたメディアと

して機能 してきた。また,新 聞も明治時代以降本格的に普及 し,唯 一,最 大

のマスメディアとして大きな社会的役割を演 じてきた。 これら三つのメディ

アは,既 に明治時代に全国普及を達成 したものであ り,言 わば成熟 した記録

通信メディアといえよう。

最近における郵便,電 報,新 聞の利用動向をみると,郵 便,新 聞は緩やか

な上昇を続けており,電 報は年々減少の傾向をたどっている(第1-3-2図

参照)。すなわち,こ れらメディアは,若 々しい 青年期の成長の段階を過ぎ

て,壮 年期の安定的な成長あるいはそれを過ぎた段階にあることが示 されて

いると言えよう。

これら伝統的メディアに対 し,相 対的に新しいメデ ィアである加入電信,

ファクシ ミリ通信の最近の伸びには目覚ましいものがある。加入電信は昭和

31年度に実施され,当 初はメッセージ通信としての利用が中心であったが,
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郵政省資料,電 電公社資料及び日本新聞年鑑(昭 和51年 版)に よる。

(注)1.フ ァクシミリ台数は電電公社回線に接続しているものである。た

だし,電 電公社の業務用を除く。

2。 郵便通数は内国通常郵便物数(引 受)で ある。

事務合理化 の気運に乗 って,伝 票伝送や テ レックス ・オ ンライ ン ・システム

としての利用分野が開拓 され,急 速 な発展を遂げ てきた。 また,我 が国にお

け るフ ァクシ ミリ通信 は,そ の始 ま りを昭和3年 にさか のぼる ことがで きる

が,普 及面 では長 い間停滞状況 にあった。最近,技 術革新 に よる ファクシ ミ

リ装 置の コス ト・ダウン,公 衆電気通信法 の改正 に よる公衆通 信網 の開放等

を契機 として,そ の成 長速 度が一段 と速 くな っている。 これ らはま さに成長
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期にあるメディアと言えよう。

更に,こ のような記録通信の分野に新 しいメディアの胎動が感 じられる。

郵便と電気通信を結合した新しいサービスである電子郵便は,米 国において

急成長を遂げつつある。また電波によって各種の情報を送 り,多 数の受信者

の端末に印刷物として出力するファクシ ミリ放送の構想 も新たな記録通信マ

スメデ ィアとして,そ の可能性が各方面で研究されている。

記録通信メディアの動向は以上にみてきたとお りであるが,現 在利用 され

ているメディアのなかで,郵 便 と新聞がその情報量の絶対的な大き「さ,国 民

生活との緊密さにおいて,依 然として圧倒的な力を有 していることはい うま

でもない。 しか し,長 年にわた り郵便,電 報,新 聞等限られたメディアの占

めてきた記録通信の分野に新たなメディアの台頭が目覚 しいことは前述のと

お りであり,更 に,将 来における技術進歩,社 会的需要の多様化等を考える

とき,こ れら新たなメディアが今後の記録通信の発展に一層強い影響を及ぼ

すものと予想され,そ の特質あるいは可能性を有効に開花させて行 くことが

重要な課題であろ う。

第2節 記録通信の新たな展開と今後の動向

1転 換期を迎える加入電信

(1)加 入電信の歴史と運営形態

加入電信は,加 入電信回線,交 換機及び印刷電信機から構成される全国網

であり,電 話の即時性 と電報の記録性を兼備 したサービスとして順調な発展

を続けてきた。

加入電信サービスは,1931年(昭 和6年)世 界で初めて米国において実施

され,続 いて翌年には英国で,翌 々年には ドイツでサービスが開始 された。

我が国でも昭和12年 から加入電信の導入に 関して制度的な検討が行われた

が,戦 争により中断された。戦後は28年 に技術的検討が始 まり,31年10月15
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日東京(65加 入)及 び大阪(63加 入)に おいて試行的に サービスが 開始さ

れ,33年7月 に本制度 として実施 されて今日に至っている。

この加入電信に類似のシステムとして,専 用回線と印刷電信機を組み合わ

せたシステム及び自営電気通信回線と印刷電信機を組み合わせたシステムが

ある。これらは,い ずれも技術的には電信信号を送信又は受信 し,そ の信号

を文字,記 号等に翻訳して印字,さ ん孔等を 行 ういわゆる印刷電信(print-

ingtelegraphy)に 属 し,ま た,記 録通信 メデ ィアであるとい う点では加入

電信と同 じであるが,加 入電信は加入電信網に接続されている他の利用者の

端末と自由に通信できるのに対 し,他 の2シ ステムは原則 として同一企業内

の通信に限定される点に大きな相違がある。

加入電信制度の うち利用者に最も関係が深いのは通信料体系であるが,加

入電信の通信料は,加 入電話の通話料と同様に,区 域内通信及び隣接区域内

通信の場合通信時間に応 じて,ま た,区 域外通信の場合通信時間と通信地域

間距離に応 じて料金が課されている。 このように時間と距離に応 じて通信料

が課 される料金体系は,専 用回線を利用するほど通信量が多 くない加入者に

は有利であ り,任 意の相手に通信が可能であることとともに加入電信の大き

な長所となっている。

(2)加 入電信の利用動向

上述のような歴史的経過と制度的内容を有する加入電信は,サ ービス開始

以来着実な伸びを示 してきた(第1-3-3図 参照)。我が国 の加入電信のサ

ービス開始が米国,英 国,西 独に比べて20数 年間遅れたことや我が国には欧

米諸国のようにタイピングの習慣がないことなどを勘案すれば,7万4千 加

入(50年 度末現在)の 普及は著しい発展といってもよいであろう(第1-3-

4図 参照)。

加入電信を利用 している企業の規模を見れば,50年 度末現在資本金が1億

円未満の比較的小規模な企業が約半数を占めてお り,42年 当時 と比較 しても

その比率が増加する傾向にある(第1-3-5図 参照)。

また,加 入電信加入者を業種別に見た場合,製 造業,卸 ・小売業,金 融保
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第1-3-3図 我が国における加入電信加入数の推移
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険業,運 輸通信業及びサー ビス業 で広 く利用 されてお り,最 近では製造業 の

利用比率が増加す る一方,金 融保険業及び卸 ・小売業 のそれが減少 している

(第1-3-6図 参 照)。

(3)加 入 電信の今後 の課題

この ように順調な発展を遂げてきた加入電信は,普 及 の進展や他の通信 メ

デ ィアの発達に伴 って,最 近次 の ような転換期的な現象が現れつつある。

第一 に,近 年加入電信の成長率が鈍化 している ことである(第1-3-3図

参 照)。 この原因 としては,加 入電信 の普及が進 んだ とい う事実 のほか,既
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設加入電信や新規需要が他の通信メディアに奪われている事実 も無視 しえな

し・o

加入電信加入契約の解除理由から,加 入電信の成長鈍化の原因を推測すれ

ば,景 気の影響 他の通信手段への移行が主なものとして 上 げ られる(第

1-3-7図 参照)。 特に,50年 度においては,他 の通信 メデ ィアへの移行を

契約解除の理由として挙げる率が大幅に上昇 しているのが注目される。これ

はファクシ ミリ通信とデータ通信への移行が大部分であ り,な かでもファク

シ ミリ通信への移行が顕著で あ る(第1-3-8図 参照)。 ファクシミリ通信

システムは,加 入電信に比べて操作が簡単であ り,ま た,漢 字や図も送れる

ので・漢字国でもある我が国においては,加 入電信と今後 とも強い競合関係

が続 くこととなろ う。
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また,47年11月 加入者自営の電子計算機等と公衆通信網 との接続を認める

いわゆる公衆通信網の開放が行われて以来,加 入電信か ら電子計算機にアク
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第1-3-7図
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第1-3-9図 加 入 電 信 加 入 者 の 利 用 目的 別 構 成比
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(注)「 メッセージ」事務連絡等であって伝票,

オ フライン及びオンライン以外のもの

「伝票」伝票形態で送受するもの

「オフライン」オフライン処理を伴 うデー

タを処理するもの

「オンライン」オンライン処理を伴うデー

タを処理するもの

セスする ことが可能 とな り
,加 入電信を用いてデータ通信(テ レックス ・オ ン

ライ ン ・システム)も 行える ようになった
。 しか し,最 近,加 入電信か ら特

定通信回線等を 利用 したデータ 通信 システムへ 移行する 利用者 が現れ てお

り,加 入電信 はデータ通信 とも競 合関係 にある といえ よ う
。

第二 に,加 入電信 の利用構造が メ ッセージ通信主体 の ものか ら伝票伝 送
,

デ ータ通信主体 の ものへ と多様化の傾 向が見 られ ることであ る
。

加入電信 は,当 初は,い わゆるメ ッセージ通信を主な 目的 とした通信 メデ

ィアであったが,企 業 内における事務近代化の進 展に伴
って,そ の利用方法

も変化を来 してお り,メ ッセージ通 信の比重が低下 しつつある(第1 -3-9

図 参照)。

その原 因のひ とつ として,加 入電信 は,伝 票 の作成 や複写が可能であ るこ
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と,ま た,こ れを瞬時に遠隔地の関連部門へ伝送できることなどから,企 業

内でいわゆる伝票伝送(テ レックス ・ワンラィティング ・システム)の 利用

が促進されたことがあげられる。

加入電信利用のもうひとつの動ぎとして,先 に述べたテレックス ・オンラ

イン・システムの開発と普及が上げられる。その利用形態は,公 衆通信網開

放当初は同一企業内システムがほとんどであったが,逐 次加入電信網の特質

を生か した企業間のデータ通信システム(宿 泊 ・座席予約システム等)や 特

定又は不特定の多数を対象としたシステム(振 込入金通知等)が 開発されて

きた。

以上のような現象は,加 入電信の将来を洞察する場合,重 要な判断要素と

なるものであるが,特 に成長率鈍化の問題については,電 報が加入電話等の

普及の影響を受けて衰退の一途をたどったように,加 入電信もファクシ ミリ

通信やデータ通信の発展により同様の運命をたどるか,そ れとも独自の通信

メディアとしてその地位を維持して行 くか,今 後の動向が注 目されるところ

である。

2フ ァクシ ミリ通信 の成長 と課題

(1)7ア ク シ ミリ通信の歴史 と運営形態

ファクシ ミリ通信は,電 気通信回線に よって コピーを伝送す る通信手段 と

して,最 近急速な成長を遂げてい る。 ファ クシ ミリは,文 字,図 表,絵 画,

写真 等を電気的手段に よ り画素に分 解 して伝 送 し,そ の形状,濃 淡 等を原画

とできるだけ近い状態で記録再現す る通信方式で ある。 フ ァクシ ミリは,原

画 の再現状態 によ り二つに分類 され,原 画を 白情報 と黒情報 の二つ の情報に

分解 し,伝 達す るものを模写伝送,白 情報 と黒情報 の他に 中間調情報 を持つ

ものを写真伝送 とい ってい る。

ファクシ ミリの歴史は古い。1843年 イギ リスの電気技師 ア レキサ ンダ ・ベ

イ ンに よって発 明された と伝え られ るが,こ れは グラハム ・ベルに よる電話

機の発 明 よ り30年 も前 の ことであった。 しか し,そ の後 におけ るフ ァクシ ミ
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リの進展は遅々としており,本 格的な普及の兆 しを見せ始めたのは,1960年

代に入ってからのことである。

我が国にファクシ ミリ通信に関する制度が導入されたのは,昭 和3年 の専

用写真電信制度の創始が最初であった。 これは,当 時の大阪毎 日新聞社,東

京朝日新聞社及び日本電報通信社からの要請に基づいたもので,新 聞社又は

通信社にかぎり逓信省の市外専用電話線に利用者の写真電信機を接続 して利

用することができた。 これに次いで,5年 に写真電報が実施され,電 報の形

態ではあるが,一 般の者 も写真伝送を利用することができるようになった。

一方,模 写伝送は写真伝送に比べかな り遅れて実施 され,21年 に模写電報

制度が,ま た,翌 年に専用模写電信制度が創始 された。

第1-3-10図 ファクシミリ設置台数の推移
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(注)電 電 公 社 回 線 に 接 続 す る フ ァ ク シ ミ リ台数 で あ

る。 た だ し,電 電 公 社 の業 務 用 フ ァ ク シ ミ リを 除

く。
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専用写真電信及び専用模写電信は,28年 の公衆電気通信法施行後において

も専用制度の一環 として位置付けられ,今 日に至っているが,写 真電報は36

年に,更 に模写電報は47年 に廃止された。

加入電話回線を利用 したファクシ ミリ通信については,専 用回線を利用す

るほど通信量の多 くない者か ら加入電話の通話料程度の料金で随時に通信を

行いたい とい うニーズがあり,38年4月 か ら準専用制度が実施 された。この

制度は,自 動接続通話の市外通話区間に限 り,特 定の端末装置間のみの通信

を認めてお り,利 用できる者 も原則 として一の契約につき1人 に限るという

制限的なものであった。ところが,46年5月 の公衆電気通信法の改正により

公衆通信網が一般に開放されたことに伴って,加 入電話の接続機器の一種と

してファクシミリ装置の自営が認められるようにな り,こ れを契機 として,

我が国のファクシミリ通信は急速な発展の緒に つくこととなった の である

(第1-3-10図 参照)。

また,電 電公社では,こ れ らの電話専用線等を利用 した ファクシミリのみ

ではな く,よ り高速で精密な模写伝送,写 真伝送,新 聞紙面伝送が利用でき

るように12kHz,48kHz及 び240kHzの 周波数帯域の回線等についても

サービスを提供 している。更に,48年7月 から加入電話の接続機器の一種と

して電話 ファクスをサービス提供 しているなどファクシ ミリに関する公衆電

気通信サービスにも多様な形態がある。

その他,有 線電気通信法や電波法によって,公 衆電気通信事業者以外の者

が自己の通信のために 自営電気通信設備を 設置することが 認められている

が,こ れに基づいて国鉄等の自営電気通信網においてもフ7ク シミリ通信が

行われている。

このような歴史的沿革を経て,現 在我が国におけるファクシ ミリ通信の実

施形態は箏1-3-11表 のとお りとなっている。

(2)フ ァクシミリ通信の利用動向

ファクシ ミリ通信の歴史が古いことは前述のとお りであるが,そ の普及は

遅々として進まず,長 期間停滞状況にあった。
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公 衆電気通信サービスに

よるファクシミリ通信
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ファクシミり通信の諸形態

電電公社直営設備

騰 辮囲
加入電話加入者自営設備

灘 轡 ア騰 蹴i野)
高速模写伝送サービス

(試行サービス)

自営電気通信設備によるファクシミリ通信

その理由としては,① 装置の価格が高かったこと,② 通信回線の伝送コス

トが他の通信メディアに比較 しで高かったこと,③ 公衆通信網の利用が制限

され,原 則として専用回線以外は利用できなかった こと,④ 装置の操作が複

雑であったことなどが上げられる。

・ このような原因で長期間停滞状況ζあったファクシ ミリ通信が近年急速な

普及を続けているが,そ の理由 として 次のようなものを あげることができ

る。

第一に,長 年にわたる技術改善の積み重ねの結果,性 能及び操作性の飛躍

的向上,伝 送技術の発達,製 品コス トの低下等ハー ドウェアの目覚ましい改

善が図られたことである。例えば,通 信速度について見れば,現 在一般に使

用されているファクシ ミリはA4判 原稿1枚 を4分 ない し6分 で送信するも

のが大部分であるが,最 近,高 速で通信が可能なしかも低価格な装置が発表

されてきてお り,技 術開発の急速な進展には注 目すべきものがある。

第二に,46年 の公衆電気通信法の改正により公衆通信網が一般に 開放さ

れ,フ ァクシミリ装置 も加入電話の接続機器 として公衆通信網への接続を認

められたことがあげられる。その結果,通 信量に応 じた料金が課 されるよう

になったため,通 信量の少ない利用者は高額の専用回線を使用する必要がな

いだけでな く,端 末装置間のインタフェースが一致すれば公衆通信網に接続
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してい る他 の ファクシ ミリ装置 と自由に通 信す る ことが可能 とな った。

第三 に,最 近普及 している ファクシ ミリ装置 は,操 作 が簡単 で加入電信 の

ようにオペ レー タの配置 を要 しない ことも大 きな要 因にあげ られ よ う。

この ような理 由で成長 を始 めた ファクシ ミリの中で現在 最 も多 く利用 され

ているのが専用 回線 を使用 した ものであ り,こ れに次いで加入電話回線に接

続 され る ファクシ ミリが続 いてい る(第1-3-12図 参 照)。 加入電話回線 に

接続 され る ファクシ ミリは,そ の歴史 が浅 いに もかかわ らず急速な成長を遂

げてお り,今 後 における ファクシ ミリ利用 の主流にな るものと予測 される。

第1-3-12図7ア クシミリの種類別構成

(50年度 末現在)
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次に,フ ァ クシ ミリの普及状況 を欧 米先進諸 国 と比較 す ると,我 が国の約

2万3千 台は米国 の約10万2千 台に次いで世 界第二 位 とな ってい る(50年 度

末数値)。 これに次いで英 国3,200台,西 独2,800台,フ ランス1,000台 とな

ってお り(49年 度 末数値),我 が国におけるフ ァクシ ミリの=普及状況は,発

展 の緒 につ いたばか りとはいえ,世 界的に見れば高水準 に位置す る もの とい

え よう。

ファクシ ミリを導入す る際 の導入理 由をみれば,利 用者が最 も重視 してい

るのは 「迅速 さ」 である。 フ ァクシ ミリの導入理 由と して,① 迅速 さ,② 手

軽 さ,③ 正確 さ,④ 図面等 の複雑 な情報 の伝達が可能 の4点 を挙げ,フ ァク
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システム規模別送信文書量(1日1端 末当た り)

160枚以上

81～160枚

41～80枚

21～40枚

1卜20枚

0～10枚

1～56～2021-5051～

端末 端末 端末 端末

システム規模

郵 政 省 「フ ァ ク シ ミ リ技 術 動 向調 査 結 果 報 告 書 」(昭 和49年1Q

月)に よ り作 成 。

シ ミリ利用者 に対 してそ の優先順位を 調査 した結果,全 体(131サ ン プル)

の38,2%が 第 一 の理 由と して 「迅速 さ」を挙げている。 その他,「 正確 さ」

29.8%,「 図 面等 の伝送」21.4%,「 手軽 さ」9.9%が 導 入の際 の 第一 の理 由

として上げ られている。

また,1端 末1日 当た りの送信文書は38枚 である。 これを システム規模 と

の関連 でみ ると,端 末数 が増 加す るにつれて文書量が増え る傾向にある(第

1-3-13図 参 照)。

次に,電 話 ファクス(電 電公社直営)に よるフ ァクシ ミリ通信に関す る調

査に よれば,フ ァクシ ミリ通信 の 送信内容 は,「 社内文書」(57%),「 報告

書」(54%),「 連 絡 メモ」(54%)及 び 「帳票」(53%)が 大 きい割合を 占め

ている(第1-3-14図 参 照)。

また,同 調査に よれぽ,電 話 フ ァクスの 送信先は 同一企業 内の 割合 が 高

く,「 同一企業内への送信が10割 」 とい うものが76%を 占めてお り(第1-3

-15図 参 照)
,ま た,送 信先を市 内 と市外 の割合でみる と,市 外 の割合が高

く,「 市外へ の送信が10割 」 とい うものが63%を 占 めている(第1-3-16図
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第1-3-14図 電話ファクスの送信内容(51年3月)

社 内 文 書

報告書(日計表,業 務報告等)

連 絡 メモ(手 書によるもの)

帳 票(f云 帳 簿 等)

資 料(新 聞,雑 誌の記事等)

図 面(図 案,設 計 図 等)

契 約,申 書 類

写 真,カ タ グ

そ の 他

電電公社資料による。

第1-3-15図 電話7ア クスの同一企

業内への送信割合

(51年3月)
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電電公社資料により作成。

第1-3-16図 電話ファクスの市外へ

の送信割合

(51年3月)
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電電公社資料により作成。
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参照)。

(3)フ ァ クシ ミリ通信の技術動向

ファクシ ミリの普及は,新 技 術の開発に負 うところが大 きい。前述の よう

に,従 来 のフ ァクシ ミリ装置 には,価 格,通 信速 度,操 作性等 の面で欠点が

あ ったが,最 近 の電気通 信技 術の 目覚 ま しい発達に よ り,こ れ らの諸問題点

が次々 と解決 されてい る。

ファクシ ミリに関す る技術 の うち重要な ものには,帯 域圧縮技術の発達,

高 速度変復調装置の開発,静 電記録方式の採用,部 品の固体電子化 等が上げ

られる。

帯域 圧縮技術 とは,信 号を減 らす ことを 目的 とした技術であ り,こ れ に よ

って送受信時間 の短縮が可能 とな った。 これは,フ ァクシ ミリにおいては文

字を読み取 った信号の発生 パ ター ンに独特の性質があることを利用 した技術

であ り,各 種 の帯域 圧縮方式 が考案 されている。現在 では,読 み取 った 信号

を約6分 の1に まで減少 させ る方式が開発 されてお り,送 信信号量 の大幅 な

減少が図 られている。

高速 度変復調装置は,帯 域 圧縮技術 のみでは装置 の高速化に限度があるた

め,伝 送速度 自体の高速化を 目的 と して開発 され たものであ る。現在 では,

加 入電話網に接続で きる4,800b/s,9,600b/sの 変復調装置が開発 され てい

る。

静電記録方式 は,受 信紙 の表面に薄い絶縁 膜を作 り,記 録針か ら電圧を加

え ることに よ り電荷 を蓄 え,こ れに微粒子を定着 させ る方式であ り,放 電記

録紙 に比べ異臭の発生が な く,ま た,よ り鮮 明な受信画が得 られる とい う長

所を持 っている。

また,集 積回路技術 の発達に よ り,記 録部,読 取部が機械式 の部 品か ら固

体電子化 された部品へ と改良 されてい る。 その結果,装 置 の自動化や高速送

受信が可能 とな っただけ でな く,故 障の少ない安定 した装置が製造 され るよ

うにな った。

二の ような技術開発の最 も著 しい成果 は,高 速化 とい う形で表 わ れ て い
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る。従来,A4判 原稿1枚 を6分 ないし4分 で送信を行 うファクシミリ装置

が大部分を占めていたが,最 近,1分 以下で送信を行 う装置が出現 し,大 幅

な処理能力の向上が図られている。A4判 原稿1枚 を4分 で送信したとすれ

ば,1日8時 間使用しても,わ ずか120枚 しか送信できないが,30秒 で送信

することができれぽ,960枚 も処理できることとな り,多 量の送信原稿が発

生する企業では,高 速 ファクシミリは事務の合理化に大きな役割を果たすこ

ととなろ う。

(4)フ ァクシミリ通信の今後の課題

前述のとお り,現 在,フ ァクシ ミリ通信は大きな成長を遂げつつあるが,

将来ファクシ ミリを国民生活の向上や企業活動に一層役立たせるには,ど の

ような課題が残されているであろうか。

まず第一に,相 互通信を可能とす るための規格の標準化があげられる。

現在,各 メーカが独自の方式で装置を製造しているため,フ ァクシ ミリ相

互間の変復調方式,制 御手順等が異な り,異 種ファクシ ミリ間では相互通信

が不可能となっている。

この問題については,国 際的にも懸案事項となっており,国 際電信電話諮

問委員会(CCITT)に おいて国際的な立場で 相互通信を 可能 とするための

規格を作成することとしてお り,毎 年活発な討議がなされ,着 実な成果を上

げている。CCITTで は,電 話型回線を使用 した ファクシミリ装置をグルー

プ1,グ ループ2,グ ループ3と 機能により3種 類に分類 し,そ れぞれのレ

ベルに適した変復調方式,制 御手順等の規格を作成 している。

我が国においても,郵 政省では行政機関相互の接続を可能とし事務の効率

化を図るため,47年 度からCCITTの 動向を 十分考慮 しつつ 行政用標準フ

ァクシ ミリ装置の開発を進めてお り,関 係省庁と協力して将来のファクシミ

リ標準化への基盤整備を行っている。

次に大きな課題として提起されるのは,一 般家庭向け簡易形ファクシ ミリ

の開発である。

加入電話は50年度末3,170万 加入とな り,住 宅用加入電話の普及率 も100世
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帯当た り62.8台 となってい る。 また,自 動化 も進み,ダ イヤルす ることに よ

り,全 国いた る ところに即座に通話 がで きる ようにな っている。

この ような電話 の普及は国民生活の向上 に寄与 しているが,電 話には記録

を残す ことが で きない とい う欠点があ り,こ れを補 うため,家 庭で も手軽 に

利用で きる簡 易形 フ ァクシ ミリの開発が望 まれてい る。 だれ もが容易に操 作

できる小形 の簡易形 フ ァクシ ミリが一般家庭 に設置で きる ような価格で提供

できるか否か が,今 後 のファ クシ ミリ普及 の大 きな鍵 となるで あろ う。

電電公社 では48年 か ら電話回線を利用 した ファ クシ ミリとして電話 フ ァク

スを提供 しているが,上 記 のような観点か ら,簡 易な ファクシ ミリの開発研

究を行 ってお り,そ の研究成果が待たれ る ところである。

最後に電子 計算機 と接続 された システムへ の移行が課題 となろ う。従来,

フ ァクシ ミリ装置 の使 い方は,1対1に 接続 した対 向通信 を主 目的 としてい

たが,今 後は フ ァクシ ミリ装置 と電子計算機 とを結合 した総合 フ ァクシ ミリ

通信 システムへ の発展が予 想 され よう。

ファクシ ミリ装置を端末 とし,中 央 に電子計算機を設け システム化を図 る

ことに よ り,1通 の文書を複数 の相手に送 出す ること,指 定 された 日時に送

出す ること,装 置障害時等に代行受信 を行 うことな どの新 しいサー ビスが実

施 できるようにな り,現 在行われているデー タ通信 と同様 の形態 のシステム

が,デ ータ通信端末装置に比べ操作が容 易な ファクシ ミリ端末 装置 に よ り可

能 とな るであろ う。

この ように ファクシ ミリは,技 術 開発 の進展に よ り今後多様 な発展が期待

されている。 また,日 本は漢字を使用 している国であ り,文 字 の種類 の少な

い言語で,か つ タイプライタが普及 している欧米諸国 と異な り,基 本的 には

ファクシ ミリ通信 の利用 に適 してい るとい う文化基盤があ り,今 後一層 の飛

躍が期待 され ている ところであ る。

3電 子郵便の可能性

記録通信 と しては郵便,電 報,加 入電信,フ ァクシ ミリ通信 等があるが,
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郵便は輸送網を利用 した通 信 メデ ィアであ り,そ の他 は電気通 信を利用 した

通信 メデ ィアである。 この2種 類 の通信 メデ ィアは相互 に影響 し合 いなが ら

も基本的には独 自の道 を歩 んできている。

ところが,郵 便 と電気通信 とが手 を結 び,お 互 いの長 所を生 か した新 しい

通信の構 想が米国で生 まれた。「電気通信 に よる 伝送 と 郵便 に よる配達 とを

組み合わせたシステム」 これが電子郵便(electronicmail)と 呼 ばれ るもの

であ る(第1-3-17図 参照)。 電子郵便 の定義は,構 想が新 しい こともあっ

て,必 ず しも確立 して いるわけ では ないが,一 般的 にはこの ように解 されて

い る。

電子郵便は,欧 米において既 に実用化 ない し試行 されて お り,我 が国 にお

いて も実用化 の可能性 に関す る調査研究が行われてい る。

(1)諸 外 国における電子郵便

電子郵便は,米 国,カ ナダ両国で既に実用化 されてお り,ヨ ー ロッパ諸国

では,英 国,フ ランス,ス ウ ェーデンの各国が近年 相次いで試行を開始 して

い る。米国,カ ナ ダ両国で実施 してい るものは テ レタイプを利用 した系統の

ものであ り,ヨ ー ロッパの3か 国で試行 してい るものは ファ クシ ミリを利用

した系統 のものであ る。なお,米 国及び カナ ダは,フ ァクシ ミリ系 統の電子

郵便 につ いて も調査研究 を進 めている。

第1-3-17図 電子郵便システムの一例

(米国の 「メールグラム」の場合)
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ア.米 国

1970年1月 か らウ ェスタンユ ニオ ン電信会社(WesternUnionTelegraph

Company)と 米 国郵便事業公社(UnitedStatesPostalService)の 共 同で

「メール グラム(Mailgram)」 とい う名称の電子郵便を実施 している。

WUTは1960年 代 の半ばか ら 近代化計画を推進 し,新 しい通信 サー ビス

の研究開発を 行 ってきたが,そ の過程 でWUTの 電 気通信網 とUSPSの

全 国的な郵便 配達網を結合すれば新 しい通信 サー ビスを提供す るこ とがで き

る とい う構想を描 いた。一方,USPSで も,広 大な 国土 の 中 を 従来 の運送

機関で郵便輸送を行 っていたのでは ど うして も郵便送達 のス ピー ドが遅 くな

るため,郵 便を電気通信で送 るこ とがで きないか とい う課題を抱えていた。

そ の結果,こ こに両者の合意が成立 し,共 同実験を経 て,メ ールグラムが誕

生 したのである。

1970年 の サー ビス開始当初は,12都 市 か らのテ レックス発信 等に限 られて

いたが,そ の後,窓 口発信,電 話発信,コ ンピュータ 発信 と 受付範 囲を 広

げ,受 付地域 も全 国に拡大 してい った(配 達地域は当初か ら全 国である。)。

現在では全国 どこか らどこへ でも発信で き,原 則 として午後7時 までに受信

局へ到着 した メール グラムは,翌 日中には郵便物 として受取人へ配達 され る

仕組みにな っている。

1970年 の利用通数は36万 通であ ったが,1974年 に は約2千 万通 に達 した

(第1-3-18図 参照)。

メールグラムの特性 としては,

① 全米に配達 される こと

② 翌 日配達が確保 されていること

③ 受取 人に電報 と同程 度の注意 を喚起す るものであるこ と

④ 各種 の発信方 法が あって利用が簡便 であ ること

⑤(電 報 に比べ)低 廉な こと

⑥ 同文 の大量 の メ ッセージの作成及び発信が容易な こと

が指摘 されている。
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第1-3-18図 メールゲラムの利用状況
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(注)1.年 度 は暦 年 で あ る。

2.初 年 度(1970年)の 利 用 通 数 は,36万 通 で あ る。

3.通 数 の 伸び は,1974年 度 を100と した 指 数 で あ る。

イ.カ ナ ダ

1972年10月 か らカナ ダ郵政省 とCanadianOverseasTelecommunication

社(国 内電信 サー ビスを 提供 している 民間会社)と の 共同で 「テ レポス ト

(Telepost)」 とい う電子郵便 サー ビスを実施 してい る。

このテ レポス トサー ビスは,既 存のテ レ ックス網 に郵便局 の配 達機能を結

び付け,テ レックス加入者が非 加入者 に メ ッセージを送 信で ぎる ように した

もので あ り,初 期の メール グラムに似たサー ビスである。配 達は翌 日配達 と

速達扱 いの当日配達 とがあ る。
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ウ.ヨ ー ロッパの電子郵 便

英国では郵便電気通信公社が1974年10月 か ら 「ポ ス トフ ァックス(Post

Fax)」 と呼ぼれ るフ ァ クシ ミリ系 の電 」郵 便を試 行 している。 メ ッセー ジを

ポス トファックス取扱局の窓 ロへ差 し出す と一般 の電話回線網を経 由 してあ

て先に最 も近い取扱 局まで送 信された上,配 達又 は窓 口交付に よって当 日中

に受取人へ 手渡 され る。 また,フ7ク シ ミリ装置 の所有者はその装置を使用

してポス トファックスの送受信を行 うことがで きる。

サー ビス開始 の理由 と しては,フ ァクシ ミリ装置 を持たない中小規模 の会

社や組織 が公衆 サー ビスとして ファクシ ミリを利用 したい とい う需要が あっ

た ことが上げ られ るが,そ のほか,企 業内の ファクシ ミリ網を持 つ大企業が

自己の設 備を活用 して ファクシ ミリ装置を持 たない顧客や仕入先 との情報交

換をす るために ポス トフ ァックスを利用す るよ うになることもね らっている

といわれて いる。

フランスでは郵便電気通信省が1974年10月 か ら 「テ レコピー(T616copie)」

とい う電子郵便を試行 している。英 国の場合 と同様,電 話回線網を利用 して

メッセージを送 り,受 信局では窓 口交付又は配達 に よって受取人へ届ける仕

組みになってい る。配達の場 合は翌 々 日配達 とな る。

サー ビス開始 の目的は,電 話 回線 の有効な利用を図 り,収 入を増大 させ る

ことな どに置かれている。

スウェーデ ンにおいて も,郵 政 庁 と電気通信庁の共 同事業 として1973年6

月か ら 「テ レレター(Teleletter)」 とい う電子郵便を試行 して いる。窓 口で

受け付けた メッセージは既 存の電話回線網で受信局へ送 り,当 日中に速 達便

で配達 され る。

サー ビス開始 の目的 としては,よ り送達速度の速 い特別 な郵便サ ービスに

対す る要望 があると同時に,郵 政 庁 として も 「迅 速な通 信」 とい う面で積極

的 な施策を取る必要があ ると認 めた ことなどがあげ られている。

試行の 目的は三者三様であ るが,い ずれ も電話回線 網を利用 した ファ クシ

ミリ系 のサー ビスであ り,そ の仕組 みはフ7ク シ ミリ電報 と類似 の形態 とも
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第1-3-19表 諸外国の電子郵便
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普通郵便物と
一緒に配達

窓口交付
電報配達

窓口交付
普通郵便物と
一緒に配達
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翌 日

当 日
(4時 間以
内)

当 日
翌 日

当 日
(3時 間以
内)

当 日
翌々日

当 日
(2時 間以

内)

郵便事業公社
とウエスタン・
ユニオン電信

会社との提携
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携

いえよう。3か 国とも試行後の歴史が浅く,サ ービスエ リアも主要都市に限

られているため,利 用通数は少ない現状であるが,そ れぞれの目的に応 じて

今後どのような歩みをたどるか注 目される。

(2)我 が国における調査研究の現状

欧米における電子郵便の実施,特 に米国のメールグラムの急成長は我が国

においても関心のもたれるところとなった。そのため,郵 政省では,通 信行

政を主管する立場及び郵便事業を経営する立場か ら,我 が国における電子郵

便の可能性について50年度から調査研究を行っている。

新 しい通信サービスであるため検討を要する点が多岐にわたっているが,

検討する上での主要な点は次のとお りである。

まず第一は,電 子郵便の将来性についてである。

電子郵便を実施 した場合,相 当数の需要があるかどうか,そ の伸びが期待

できるかどうかの見通 しを得る必要があ り,例 えぽ郵便や電報からの代替可
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能 性は どうか,新 しい分 野の需要があ るか ど うかを分 析す ることは重要 な課

題 とな ってい る。

第二は,フ ァ クシ ミリ通信 との関係についてである。

ファクシ ミリは今 後 とも普及 してい くもの として予想 されてお り,一 般家

庭 向け簡易形 ファクシ ミリの研究 も進め られ ているが,電 子郵便 とフ ァクシ

ミリは どの ように競合す るかな どの分析は重要な ことであろ う。

第三は技術上 の諸問題についてである。

電子郵便 システムは,テ レタイ プ又は フ ァクシ ミリの端末装置,メ ッセー

ジの交換装置(例 えば コンビ_一 タ ・センタ)及 びこれ らの端 末装 置 と交換

装置を結ぶ通信回線が基本構成要素 とな るが,今 日いずれの分 野において も

技術開発が著 しい。 したが って,検 剖内容は技術的に可能か否か とい うよ り

もむ しろ,効 率的,経 済的,か つ信頼性 の高いシステムについて考察す る点

にあ り,技 術的可能性 の問題 もこうした要請を充足 させ得 るか ど うかにかか

ってい るといえ よう。

4フ ァクシ ミリ放 送の可能性

(1)フ ァクシ ミリ放送の構 想

現在の国民生活においては,種 々のメディアに よ り多量 の情報が もた らさ

れ,我 々の生活を よ り豊かな ものとしているが,中 で も新 聞,雑 誌,ラ ジオ

放送及 びテ レビジ 。ン放送 は,マ ス コミー一ケー ションの うちの中心 的なメ

デ ィア として 日々我々に各種 の大量 の情 報を提供 してい る。新聞は,そ の歴

史 も長 く,国 民に広 く普及 してお り,マ ス コ ミュニケーシ ョン ・メデ ィアの

中でも主要 な役割 を果た してい る。一方,ラ ジオ放送及びテ レビジ ョン放送

は,そ の歴史 は新 聞ほ どには古 くはない ものの,受 信機 が高度 に普及 した現

在,国 民 によ り迅速に多量の情報 を提供 している。 と りわけ,テ レビジ ョン

放送は,今 日高度 の普及を見せ てお り,新 聞 とともに国民生活におけ る二大

情報 メデ ィア として機能 している。

これ らマス コ ミュニケー ション ・メデ ィアの特 質について見れば,新 聞 は
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記録通信 メデ ィアであ り,か つ,輸 送手段に よ り情報を伝達す るのに対 し,

テ レビジ ョン放送は,非 記録通信 メデ ィアであ り,そ の情報 の伝達 は,電 気

通信手段 に よ りな され る。 これに対 し,フ ァクシ ミリ放送は,こ れ らメデ ィ

アのそれ ぞれ の長所を生か した もので,電 気通信手段 に よ り情報 を伝達す る

記録性を有 したマス コ ミーみケーシ ョン ・メデ ィアである。す なわ ち,そ れ

は具体的には,無 線通信 で ファクシ ミリに よる情報 を各受信者 に直接送信す

るものである。

フ ァクシ ミリ放 送の構想 は古 くか らあ り,既 に1926年 に は 米国において

実施 された こ とがあ る。 しか し,当 時の技術 では既存 の放送波に対す る電波

障害,端 末機 の機能上 の問題が完全には解消 し得ず,こ のサ ー ビスは間 もな

く中止 された。

我が国においては,フ ァクシ ミリ放送ではないが,こ れ と類似 のサー ビス

と して,フ ァクシ ミリに よ り各種 の情報を提供す る同報通信が ある。 これに

は,無 線に よる ファ クシ ミリ通信 で,通 信社が,一 般 の ニ ュース等 を その

サー ビスの契約者に伝 達す る ものや,気 象庁 が主 に外航船 舶や遠洋 漁船 に対

し,各 種 の気象図を伝 送 している ものな どが ある。

そ の他 のファ クシ ミリ放 送 と類似 のサー ビスには,多 摩 ニュータウンにお

いて多摩CCIS(同 軸 ケーブル情報 システム)実 験計画 の 一環 と して行われ

ているフ ァクシ ミリ新聞サ ービスがあ る。 これは,フ ァ クシ ミリ送信機か ら

自動的 に新聞紙面を伝送 し,そ れを共同 アンテナで受信 の上,他 の種 々の情

報 メデ ィア と共 に同軸 ケーブルを通 じて各家庭に設置 された ファクシ ミリ受

信機 に新 聞紙面を配信す るものであ る。

(2)フ ァ クシ ミリ放送 の伝送方法

現 在の ところ ファクシ ミリ放送 を実施す るには,現 用のFM放 送 及びテ レ

ビジ ョン放送 の電 波に別の信号 を重畳 して放送す る多重放 送が考え られ る。

受信側においては,放 送受信機 に簡 易なア ダプタを接 続 し,フ ァ クシ ミリ信

号を取 り出 し受信画(ハ ー ドコピー)を 得 るものである。 郵政 省では,多 様

化す る国民 の情報需要に こたえ るとともに,有 限である電 波の効率的使用を
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図 るため,「 多重放送に関す る調査研究会議」を 設置 し,多 重放送 の 種類,

そ の実用化等について調査研究を行 っているが,そ の一環 としてフ ァクシ ミ

リ放送のための多 重放送について も検討 が行われてい る。

(3)フ ァクシ ミリ放送の今後の動向と課題

このよ うに ファクシ ミリ放送は,記 録性があ り,し か も迅速性 を も兼ね備

えた マスコ ミー一ケーシ ョン ・メデ ィア として多 くの利点を備 えて いるが,

それが広 く普及す るまでにはい くつかの過程を経 ることになろ う。普及の初

期的段階においては,テ レビジ ョン放送 に よる情報の うち,取 り分け重要 な

ものを まとめて ファクシ ミリ放送で提供す るなど他の メデ ィアの補完的手段

として機能す る ことも考え られ よ う。 その後は,ホ ー ムファクシ ミリの構 想

等 とともに ファクシ ミリ放送の実施 につ いて社会的要請 が高まれば,大 量普

及の時代 を迎 えることとなろ うが,そ の時期が来 るのか,来 る とすればいつ

ごろとなるか は,今 後慎重に見極めてい く必要がある。

ファクシ ミリ放送を実現するには,更 に端末機の問題が ある。現存の ファ

クシ ミリ端末機は,各 家庭 に設 置す るには まだ大 きす ぎ,ま た価格 も高い。

更に端末機 の性能 ともかかわるが,受 信す ることがで きる紙面 の大 きさを ど

の くらいにすべ きか,活 字 の大 きさを どの程 度 とす るか,ま た受信紙の再 使

用等の問題 もある。

将来ます ます電気通信 メデ ィアの多様化が進み,国 民 に多 くの情報選択 の

可能性が開け るであろ うが,そ のよ うな状況においてフ ァクシ ミリ放送を含

むそれぞれ のメディアを情報 システム全体の中で どの ように位置づけてい く

のが最適かを今後総合的に検討 してい く必要 があろ う。




